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での研究で示されている(小中山･陳, 2003; 陳･神吉･長内･伊吹･朴, 2006; 長内, 2007a; 



















本研究にあたり、2007 年 2 月～3 月にかけて、台湾の国防部人力司(国防省人事局）、
財団法人資訊工業策進会(Institute for Information Industry）2、工業技術研究院人力処(人
事部）のほか、国防役制度に参加している大手 ODM(Original Design Manufacturer; 受託
開発・製造)専業エレクトロニクスメーカーW 社、及び PC 関連ハードウエアメーカー、
ソフトウエアメーカー2 社のそれぞれ台湾本社において、同制度について聞き取り調査
を実施した。また、追加的な調査を 2007 年 12 月に東京都港区の ITRI 東京事務所にお
いて、国防役制度に参加している大手エレクトロニクスメーカーC 社への調査を 2008














間企業で軍務以外の技術職に従事させる代替的な制度である。この制度は 1979 年 8 月




























































































































                                        
表出典：インタビュー調査をもとに筆者作成 
 
図 3. 民間企業の業種別国防役採用者数(2004 年) 
 




を育てたことで知られる工業技術研究院(ITRI）、台湾の大手 ODM メーカーW 社と、液
年 主な目的 対象 従事する年数 
1980 国防技術開発 公的機関のみ 6 年 
1981 研究開発一般 公的機関のみ 6 年 
1999 産業へ人材供給 民間へ開放 4 年 
8 
 
晶関連大手の C 社における国防役の活用について紹介する。3 事例のうち、ITRI は民間
企業ではなく、政府系研究機関であるが、ITRI は純粋な基礎研究機関としての役割だ
けでなく、広く産業界に人材を輩出し、民間産業を育成することを目的としている(陳・













































計測 光電 労働安全衛生 通信 航空
バイオ
医学 合計 定着率
1980 1980採用 2 1 3
1999在籍 0 1 1
1981 1981採用 5 8 1 5 19
1999在籍 0 3 0 0 3
1982 1982採用 1 1 17 5 2 6 1 33
1999在籍 1 5 4 1 3 1 15
1983 1983採用 2 6 14 10 8 1 6 2 49
1999在籍 2 3 2 1 2 1 11
1984 1984採用 2 1 6 6 4 4 2 10 35
1999在籍 1 1 1 1 2 6
1985 1985採用 2 13 2 10 1 2 23 1 54
1999在籍 2 6 1 4 1 1 5 1 21
1986 1986採用 4 3 2 8 2 7 2 28
1999在籍 1 1 2 4 1 9
1987 1987採用 1 3 11 11 11 2 0 1 1 19 1 0 61
1999在籍 0 2 3 6 0 0 0 0 0 1 0 12
1988 1988採用 10 21 18 10 6 27 1 93
1999在籍 7 7 5 1 3 1 24
1989 1989採用 1 12 23 17 7 6 2 7 2 40 1 2 120
1999在籍 3 1 11 3 5 1 1 8 1 2 36
1990 1990採用 1 4 25 24 14 2 7 2 26 1 106
1999在籍 1 2 3 11 6 2 3 1 29
1991 1991採用 2 10 22 23 10 2 20 2 30 1 122
1999在籍 1 4 3 10 2 2 7 1 6 36
1992 1992採用 3 9 17 23 12 1 3 9 4 32 1 1 115
1999在籍 0 6 3 6 9 0 2 1 2 6 0 1 36
1993 1993採用 4 5 25 6 5 5 1 8 1 24 1 0 85
1999在籍 2 4 8 5 4 3 0 2 1 6 1 0 36
1994 1994採用 2 2 6 16 4 2 9 2 23 2 1 69
1999在籍 1 2 2 11 4 2 4 2 11 1 1 41
1995 1995採用 1 4 36 9 10 9 1 70
1999在籍 1 2 17 5 5 5 1 36
1996 1996採用 1 2 45 21 3 2 0 20 2 23 0 1 120
1999在籍 1 2 45 21 3 2 0 20 2 23 0 1 120
1997 1997採用 7 0 21 7 4 1 0 18 0 22 0 0 80
1999在籍 4 0 21 7 4 1 0 18 0 20 0 0 75
1998 1998採用 2 2 35 11 6 3 1 21 30 3 1 115
1999在籍 2 2 35 11 6 3 1 21 30 3 1 115
1999 1999採用 7 5 33 17 12 6 8 63 3 64 19 9 246
























一方、民間企業である W 社や C 社も 1999 年の国防役の民間開放以降、積極的に国防
役を採用している。W 社では 1999 年から 2006 年までの間に、延べ 19 人のエンジニア
を国防役枠で採用している。C 社では当初年間 20 名、現在では年間 30 名の国防役のエ
ンジニアを雇用している。C 社によると、年間採用人数は国の割り当てによって決めら
れた人数であり、可能であればもっと多くの国防役を採用したいと述べている。 
W 社、C 社及び、調査先企業の要望により詳細を開示することのできない他の 3 社を
含めた聞き取り調査を総合すると、民間企業は国防役制度を活用するメリットとして次
















































トで 4 年間優秀な人材を活用できることのメリットは大きいと述べている。 
ところで、4 年後以降のエンジニアのリテンションについては、企業によって異なる
状況であるが一定の割合で国防役採用者が採用企業に留まっている。 
W 社では 4 年後の離職率は必ずしも低いとはいえない。W 社の人事担当者は入社約 3
年から 10 年のエンジニアを最も価値の高い研究開発人員と考えており、彼らを企業に
留めるための報酬を中心としたインセンティブ･システムを充実させており、一定数の
エンジニアが W 社に留まっている。 
ITRIでも約 3割のエンジニアが ITRIに留まって研究開発に従事している。図 5は ITRI
の 1999 年における採用年度別国防役採用者の定着率推移である。国防役の 4 年間の義
務期間はほぼ 100%のエンジニアが ITRI に在籍しているが、その後も若干の増減はある
ものの、いずれの年度においても約 30%のエンジニアが ITRI に留まり続けていること
が示されている。 



















図 5. ITRI における国防役採用者の定着率 
 





























































ステムの体をなしており、それが台湾の R&D の柔軟性をもたらしている(長内, 2007a; 





神吉ほか, 2006; 長内, 2007a)。その結果、優秀な技術者の長期間囲い込むことが重要で
あるが困難な課題となっている。国防役の制度はこうした台湾 IT 産業を構成する中小
企業において、優秀な技術者の囲い込みを促すことができる制度である。 
実際に、W 社や C 社では、国防役採用者を重要なポジションにつけて、長期的に雇
用することによって、企業内部に優れた技術やノウハウを蓄積することにつながってい





























ンションとキャリア･パスという 2 つの概念を用いて検討する6。 
国防役制度では、優秀なエンジニアを 4 年間は企業が囲い込むことができる。しかし、
国防役の役務満了後は、企業は人材の流出の危機に直面することになる。人材マネジメ





着率に違いはあるものの W 社、C 社、ITRI の担当者はともに、人材流出に関して従業
員はよりよい条件を求めて移るという認識を共有していた。ここで想定されていた「よ
い条件」とは、具体的には高い給与やより権限のある職位に就けるということである。










を持っていた。国防役の従事期間にあたる入社後 4 年目までは、W 社も ITRI もリテン
ション施策は共通していたが、その後のステージにおいては、W 社は金銭面でのイン
センティブ・システムを重視している。 
W 社と ITRI のリテンション施策の違いは、ITRI の社会的な役割の違いにも関連して
いる。そもそも ITRI では、一定期間にスキル・アップしたエンジニアをむしろ積極的
                                                     













えられる。一方、W 社は、永続的に R&D 活動を続ける民間企業であり、長期的なエン
ジニアのリテンションが求められるため、金銭的な報酬によるインセンティブ・システ
ムが重視されてくると考えられる。 













































































番号 20830053（研究代表者：神吉直人）及び、平成 20 年度科学研究費補助金若手研究(A)課題
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